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論文の内容の要旨 
 
（目的）本論文では第一の目的として、企業における上司による部下育成行動の構造と影響要因を、
上司部下双方の視点で検討し、明らかにする。上司が執る部下育成行動と部下育成能力との関連、部下
の受けた育成行動と部下の能力向上との関連、および上司や部下の職位による違いも検討する。第二の
目的は、第一の目的で得られた知見をもとに、部下育成行動を促進する研修プログラムを開発し試行し
て、その効果を測定する。 
(対象と方法)対象は企業に勤務するホワイトカラー正社員とした。上司は部下を持つ管理職、部下
は直属の部下を対象とした。なお、部下は、若手社員に限定せず、初級管理職を含んだ。第Ⅰ部理
論的検討では、 調査結果や評論から部下育成を取り巻く社会的状況を検討した。部下育成そのも
のを扱った実証的研究は少なく、関連領域としてメンタリング、ＯＪＴ、リーダーシップ、コーチ
ング、キャリア発達の各研究を検討した。第Ⅱ部実証的検討では、上司を対象に、面接調査(N=8)(研
究１)および質問紙調査(N=250)(研究２)を行った。次に部下を対象に面接調査(N=12)(研究 3-1)お
よび Webパネル調査(N=305)（研究 3-2）を行った。さらに、上司に対する面接調査(N=10)(研究４)
を行った上で、研究１から研究４の知見を活用した部下育成行動促進プログラムを開発し、ウェイ
ティングリスト・コントロール・デザインにより実施して効果測定を行った(N=24)(研究５)。 
（結果）研究１および研究２より、部下育成行動は、｢共感的態度｣、｢肯定的個別関与｣、｢快適環境創
出｣、｢挑戦的成長促進｣、｢展望・意味づけ｣、｢役割モデル提示｣、｢仕事の委任｣の７下位側面で構成さ
れ、７下位側面は、｢動的・積極的支援｣、｢動的・部下の主体性尊重｣、｢静的・上司の主体性重視｣、｢静
的・部下の主体性尊重｣の４側面に分類されると解釈された。組織的要因では、「部下育成評価制度」と
「キャリア面談制度」が部下育成行動を促進していたが、「能力成果主義人事制度」は部下育成行動を
抑制していなかった。上司の個人的要因では、｢育成された経験｣、｢仕事に対するコミットメント｣と「キ
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ャリアに対する関心」が部下育成行動を促進し、上司の「部下に対する脅威感」が部下育成行動を抑制
していた。部下育成能力自己評価と部下育成行動の関連では、｢肯定的個別関与｣、｢快適環境創出｣、｢挑
戦的成長促進｣が部下育成能力自己評価を高めていた。  
研究3-1および研究3-2では、上司側で構成された部下育成行動７側面は部下側でも認知されていた。
｢挑戦的成長促進｣および「展望・意味づけ」が部下の能力向上自己評価を高めていた。組織的要因「部
下育成評価制度」、「キャリア面談制度」および「能力成果主義人事制度」が部下の能力向上自己評価を
高めていた。研究４を経て、研究５では１回３時間の研修実施により、「最も遠い存在に感じる部下」
に対する「挑戦的成長促進」と「部下育成意識」において直後効果が確認された。「最も遠い存在に感
じる部下」に対する「挑戦的成長促進」と「肯定的個別関与」の一部の項目において、持続効果が確認
された。 
 (考察) 第一に、部下を育成し部下の能力を高めるためには、上司の部下育成行動の動的側面のうち、
「肯定的個別関与」、「快適環境創出」、「挑戦的成長促進」および「展望・意味づけ」が有効であった。
第二に、組織的要因では「キャリア面談制度」および「部下育成評価制度」が上司の部下育成行動を促
進することが初めて実証された。なお、評論では抑制要因であった「能力成果主義人事制度」は、部下
から認知される部下育成行動の促進要因となっていた。第三に、上司の個人的要因｢キャリアに対する関
心｣が、部下育成行動を促進し、｢部下に対する脅威感｣が部下育成行動を抑制していた。第四に、本論文
の部下育成促進プログラムは、一部その効果が検証された。本論文の結果に基づき、企業における上司
による部下育成を促進する施策に対する提言が論じられた。 
  
審査の結果の要旨 
 
 (批評)企業における部下育成に関しては評論が多く、部下育成行動そのものを扱った実証研究は
少ない。本論文は上司による部下育成行動を上司部下双方の視点で実証的に検討した点に、独自性
がある。部下育成行動を促進する組織的要因を新たに実証し、組織に対する施策への提言が論じら
れている。さらに、同論文では一連の研究知見に基づき、上司を対象とした研修プログラムを開発し試
行して、効果測定を試みた点も評価される。ただし、プログラムの洗練化などは課題として指摘される。
全体に、企業組織の現状に即した有益な知見が導出されている点が、評価された。 
(最終試験）平成 26 年 1 月 20 日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文に
ついて説明を求め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全
員が合格と判定した。 
(結論)よって、著者は博士（生涯発達科学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 
